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(２) この『concours』というのは、Ranieriの前掲の Juristenzeitung. S. 159によ
ると、フランスのシステムの中では、「適性試験ともいうべきものであり、それは
国家的規模で、中央機関で実施されるが、若い法学部の卒業生が、司法、行政の養
成教育に採用されるための、いわば、入り口でのハードルの役割を果たすものであ
る。それは、法律家の後継者の、官僚養成教育モデルとリクルートモデルとなって
いるものであり、その限りでは、この『concours』は、ドイツの第一次国家試験
に相当するものである」という。
(３) 鈴木重勝、前掲、20頁にその要旨がとりまとめられてある。
B 口頭による意見陳述
１ Kilger（ドイツ弁護士協会会長）
キルガーは、自ら、争点を八つに絞り、箇条書きにして、そのポイント
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だけを発言している。
（１）弁護士とならうとする者は、弁護士となることができるように養成
されなければならない。そして、それは必要であるが、実務の実際では、
この必要性が保障されていないという認識が、現に、一般的に行われてい
ることは、よろこばしいことである。
（２）弁護士になろうとする者が、弁護士になることができなければなら
ない。それが自由な弁護士（die freie Advokatur）の要求しているところ
である。われわれは、ある職業に就くことに立入り禁止の栅を作ることは
したくない。
（３）このような二つの観点から、ドイツ弁護士協会としては、FDPによ
って提案されたところを支持する。その目標としている方向は正しいもの
と考えている。つまり、この職業資格を与えることができるために、弁護
士修習箇所での義務的修習を１年間に拡張したことは、正当なことであっ
た。しかしながら、それに見合った、修習内容が決定されることが前提で
あり、そのことによって、どのような修習が義務的であると定められるか
を知ることができる。
（４）ドイツ弁護士界に、修習受容能力に限界がないわけではない。だが、
ドイツ弁護士界は、弁護士となろうと決意を固めている者のためには、養
成教育することに全力をつくすつもりである。その実践が成功するであろ
うことには、いささかの疑いもない。
しかしながら、このような受容能力に限界があることから考えて、すべ
ての法律家のためにも、つまり、裁判官、検察官、行政官となる者のため
にも、弁護士資格があることの証明を要求することに帰するすべての提案
を拒否しなければならない。この点では、ドイツ連邦弁護士会とは意見を
異にする。
現行のように、まずは、すべての法律家に対して「裁判官資格」を付与
するための養成教育があって、それに、弁護士となるための義務的教育が
結合するような教育方法では、教育収容能力からも、そして内容的にも、
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われわれの立場からは、承認できるものではない。
（５）法曹養成における弁護士関連の修習の強化が必要であること、そし
てそのために、修習における弁護士たちの高度な協力・関与が弁護士の重
大な任務であることも、われわれははっきりと認識している。
だれでもが、法学教育を受けることができるという限りでは――これま
で、効果的な入学人数制限は存在していない――そのすべての者を弁護士
界が養成すべきであるという要求を受け容れることはできない。それは、
なおも、国の責任である。
（６）第一次試験の合格者には、職業の締結 Berufabschlussを提示すべき
であるという考え方には疑問がある。「バチェラー解決策」による卒業生、
卒業法律家、経済卒業法律家については、なお、いっそう、疑問である。
このような解決には、今後も、よりいっそう精確な検討が必要である。
この人たちが、その後に、どのような職業に就くことになるのかの職業
像、また、どのように継続教育の可能性があるかを明確にしない限り、彼
らは、２級の法律家として、法律相談市場に――合法的であるか、非合法
的であるかを問わず――登場してくるという危険があるし、それは、まさ
に、ブリュッセルでの司法大臣会議の決議を妨げる結果になるという危険
が生ずることである。法律相談業務は、第二次国家試験に合格した者だけ
によって行われなければならない。このことについては、FDP法案につ
いての質問の対する書面による回答で触れるつもりであるが、いまも、言
及の必要は感じている。
（７）この法案が法律になるとしても、また、ラントの司法大臣会議の提
案にも言えることだが――これからが、本来的な改革活動が始まりであ
る。つまり、この改革が最終的なものではない。ことに、この改革には、
弁護士修習のための修習内容の明確さが欠けている。これを明確にするこ
とは、政界も、弁護士界も、そして各ラントの政府も全力を挙げて尽くす
べき任務である。つまるところ、制度的に確立してのみ、成し遂げられる
べき任務である。これが、連邦弁護士法73条の拡大で達成されるのかどう
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かは、疑問である。できることなら、連邦弁護士法59b条による総会の授
権によることのほうがよいだろう。私は、いま、この問題点をここで掘り
下げたくはない。むしろ、それよりも、これから、内容的に決定される実
体的な中身が最も重要であることを強調しておきたい。
（８）理想的な改革は、いま、ここに提案されている改革とは程遠いよう
に思われる。弁護士のためにも、学問性の高い法学教育が必要である。し
かも、それは、たんに、鍵となる適格性 Sclu?sselqaulifikationに限られ
るべきことではない。つまり、弁護士にとっても、本来、法哲学、法社会
学、ローマ法、そして法制史などは必要不可欠である。このような科目は
たしかに大学で習得する機会が提供されているのであるが、その機会は利
用はされているとは、到底いえない。この鍵となる適格性 Sclu?ssel―
qualifikationは、学部教育において教えられるべきである。
改革問題では、いつも、最少限にも達成されるところを見通しておかな
ければならない。この観点から、この提案は、基本的に歓迎されるべきで
ある。あるいは、個々の点では、なお議論されなければならないことがあ
るだろうが、――しかし、このために、いまや時間はあまりない。
かくて、全体としては、この提案に賛同する。
２ Ko?tz（ブツェリウス・ロースクール学長）
Ko?tzは、この口頭意見陳述では、論点を第一次国家試験に限定してい
る。
この FDP法案は、第一次国家試験を大学終了試験に置き換えるという
ことを提案しているが、はたして、それが正しいのかという問題の解答
に、私は、与えられた時間を使いたい。
私は、法案の解決を、Bo?ckenfo?rdeとKirchnerと同様に、力をこめ
て、賛成することを表明したい。私自身は、すでに、数年も前から、その
ことを要求していたのである。というのも、こんにちでは、国家試験は、
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実は、ボロボロになっているのである。つまり、国家試験のシステムは、
われわれがそれを実証してきたように、次のような一連の欠陥をもってい
るのである。
欠陥の第一
われわれは、学生を、大学で４年間も、５年間も、ときには６年間も勉
強させておきながら、しかも、その全期間を通じての、大学での勉強の成
果を示す成績のすべてが、国家試験の評点には、いささかの意味も持たせ
ることをしていないのである。
欠陥の第二
現行のシステムの欠陥の第二は、次のようである。
学生は、国家試験では、すべての法分野にわたり、それが、もっとも安
易である分野であろうと、もっとも難解な分野であろうと、そのすべてに
わたって、同時・一斉に、理解しているところを証明しなければならない
のであるが、ほとんどの学生はそのような国家試験を在学中の終りごろ
に、予備校で準備するのである。われわれも、その予備校には、すでに、
馴染みになっているのであり、教授の生活が予備校のために不愉快になる
ことはない。むしろ、われわれは、大学では教授として学生たちを予備校
へのこころづもりをさせ、また、予備校は試験を準備させていることに、
それなりの折り合いを付けてきた。つまり、これが奇妙なことだと感じる
ことはほとんどないほどに、なんとも安定した平穏無事な状況が作られて
いる。ただ、異国の法律家たちが、このような状況について不審を抱いて
言及することがあると、そこで、はじめてなぜなんだろう、どうしたんだ
ろうと考えさせられるのである。
そこで、もしも、国家試験を廃止して、それを大学終了試験に置き換え
ることにして、その大学終了試験の全評点が、学生の在学中のゼメスター
終了試験において取得した成績の算術的平均をもって構成されるようにな
るならば、一挙に、予備校は過去の遺物となることだろう。
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欠陥の第三
現行のシステムでは、法学部が自分の独自の教育プロフィルを展開させ
たり、また、このプロフィルによって、最良な学生を集めるために他の学
部との競争を行うようなことも、さらには、その個性的な刺激を与えるこ
とも、国家試験の厳格な規制によって、法学部から奪い取られているので
ある。
欠陥の第四
現行のシステムでは、本来、すでに同意がなされている数多くの改革要
求を事実上実現させようとすることも、またそのことによって、他の学部
と競争するために新たなものを提供しようとすることも、国家試験と結び
付いている、奇妙な規制の絡み合いのために、異常なほどに、困難にさせ
ているのである。その奇妙な規制の絡み合いとは、連邦法とラント法との
複雑な絡み合いであり、それが、それぞれの学部の主導性に、ほとんど余
裕を与えていないのである。その学部の主導性は、もしも、大学に終了試
験の責任を回帰させるならば、大変に活気づくことになり、しかも、学生
が在学中に改革された授業で達成した成果を、大学教育の終わりの際に取
得した全体評点について『クレジット・ポイントシステム』をもって大学
が決定することができるようになるならば、さらに、大学の主導性は、大
いに、奮い立つことになる。
欠陥の第五
もしも、第一次試験を、国家試験に代えて、大学に移管するとすれば、
現在、可能であるところの大学相互間の客観的な比較の可能性が失われる
ということが指摘されている。だが、私は、大学間の対比性が損なわれる
ことについては、なんの不安も持っていない。ただ、忘れられてはならな
いのは、大学終了試験も、その基本的な規則は、国家によって定められな
ければならない、ということである。ドイツの大学のどの学部のために
も、国家によって定めることができるのは、どの学部も、同一の評点シス
テムを利用するようにして、試験の証明書を一瞥すれは、成績がどのよう
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であったかの全体をわかるようにしなければならないということである。
そのようにすれば、将来のどの使用者も?弁護士事務所、企業のこと>、
学生がどのような成績をとったのかについて見て取れることができるよう
になる。大学の在学中の試験でも、その基本的な条件は、国によって定め
られることになる。このようにしても、大学間の競争を自分に有利にする
ために、大学によっては甘い評点を付けるのではないか、という心配は不
要である。そのようなことをすれば、この大学の学部は、たちまちに、評
判を下落させることになるからである。
欠陥の第六
この点については、私は、今日、初めて聴いたのであるが、実務修習を
開始することができるために、その修習開始の試験に受からなければなら
ないということのようである。しかし、そもそも、このような実務修習開
始試験は、大学の終了試験をムダにしてしまうことにならないか、とも思
うのだが、それについて、私はなんの懸念もしていない。たとえ開始試験
が行われるようになったとしても、当該の志願者が大学の終了試験で取っ
た成績が決定的な役割を演ずることになるからである。もしも、大学から
の志願者の一人や二人が、うまくは行かなくて、実務修習を始めることが
できなかったとしても、それほどに大変なことだとは思わない。
そこで、第二の教育段階について、つまり、ここで、実現しようとして
いる三つの実務修習について論ずるならば、上記のことについても論じら
れなければならない。
もしも、この提案が連邦規模で実現されるのでなければ（ある程度推測
ではあるが）、Bo?ckenfo?rdeが提案したように一般条項 Öffnungsklausel
を導入することに、全面的に同意する。このために、われわれは、連邦主
義をとることになる――それは競争連邦主義でなければならないが。
なぜ、いくつかのラントで、国が定めている枠の中で大学終了試験を行
うことをもって、先駆者の役割を演じていることが許されるべきではない
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のだろうか。はるか以前に、バーデン・ヴュルテンベルクやバイエルン
が、結局、それについて納得させていたように。
３ Ranieri（ザールラント大学教授）
改革の必要の問題
これまでの法曹養成教育のシステムが緊急に改革の必要があることは明
らかである。およそ、どのような自由業の職業資格に対しても、現在で
は、新たな対応の姿勢をとることが必要となっている。ビジネスも、国際
的な姿勢をとるように変質しているが、これからは、ドイツ語は―私は契
約実務について考えているのであるが―国際的共通言語 linguafrancaに
なることは、もはやありえないだろうと思う。
ドイツの学生たちには、取引の交渉能力が欠けているし、また契約締結
や取引の実際における表現能力にも欠けている。それに、経営学上の知識
もないし、また、税務上の背景を理解するだけの能力にも欠けている。
大学において講義される内容の大部分は、当然のことながら、弁護士実
務に関連していることばかりである。ところが、企業買収はヨーロッパで
は、英語で行われているが、それに関しても、私の知る限りでは、国家試
験において決して取り上げられることはない。
裁判実務でも、その実務の実践は国際化しているのである。ドイツの司
法、国際私法、EU法も、実際には、どの程度まで、国際的専門的知識が
活用されるのかは、それ自体だけでも、一つの課題なのである。債務法の
改革が実現されるならば、当然のことながら、ドイツ法における国際売買
法が導入されることになるが、そのことについて、法曹養成教育では、ど
のくらい認識されているのだろうか。?現在はすでに実現されているが>
大学教育のあり様について
大学教育は、学問性が十分に備わった高等教育として、職業のための前
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提であることを確保しておきたい。ところが、いまや、そのようなこと
が、はたして、必要であるかどうかさえも、議論されている。しかしなが
ら、学問的に教育を受けてきた法曹たちは知っているのだが、そのように
議論すること自体、ドイツ及びヨーロッパの法秩序の歴史的伝統の破壊を
意味しているのである。
それでも、残念ながら、そもそも、大学教育は、学部が自ら決定したこ
とはない諸要件のもとに支配され、もがき苦しんでいる。大学教育は、全
体的にマスプロ化してきたが、それが、試験内容をつまらないものにして
しまっている。そのとどのつまりが、予備校制度であるが、そこでは、い
くつかのデータが詰め込まれるだけで、法律実務や法的助言についての学
問的熟考を行うことなどは、少しもない。
Bo?ckenfo?rdeが、もしも、人がおよそ法律家に社会的責任、法秩序、
法実務の熟知を期待しようとするならば、法律家にとっては、歴史、哲
学、方法論、経済学は不可欠的に必要であると指摘していることは正当で
ある。ところが、このような基礎分野科目は、教育においても、試験にお
いても真の役割を果たしていない。重要なのは、試験科目になんとも中途
半端な責任を負わせることではなくて、大学教育に学問性を戻すようにし
なければならないということである。そして、そのことは、学生の側も、
学部の提供することに、まとも取り組まなければならないことを意味して
いる。
Ko?tzは、大学教育における学生の全労力の消費が、国家試験の試験結
果には、なんら影響を及ぼしてはいないと指摘していることも正しい。そ
のような学部のあり様は禁治産宣告によって終焉を与えなければならな
い。というのもそのような学部では、まさに、教育の内容も、その形態
も、異常な官僚主義的規制のなかにおかれているからである。なんとして
も、このような試験のあり様の責任を学部に取り戻すべきだという提案
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は、どのようなしかたでもよいから、――そしてそれは当然のことなが
ら、ヨーロッパ規模において――実現されなければならない。
私が、以上のように言明したからといって、現在の大学制度において、
このような理念の実現が困難であることを、私は誤解しているわけではな
い。一面において、大学も学部も財政的には破綻しているのである。この
ような大学で行われる試験を相応の堅実さをもって実現することができる
ためには、どこに、人的及び物的・組織的な余裕があるのかを私は知らな
い。
大量集団問題による資金の配分が、当然のことながら、困難さを増大さ
せている。だが、それは、所詮、大学内部の問題である。Bo?ckenfo?rde
が、すくなくとも、改革のための移行過程においては、国家的監督が必要
になるだろうと言っているのはもっともである。ただ、ここでは、禁治産
宣告をするという意味ではなく、特定の最小限度の要求の実現を保障する
という意味においてである。
しかしながら、ともかくも、実際に、大学教育においては、その内容と
質の競争を始めることが不可欠的に必要である。現行のシステムでは、改
革を妨げるような制度のカルテル化が行われている。そこで、少なくと
も、いくつかのラントないしいくつかの学部に対して新たな途を行くこと
ができる機会を開くために必要とされる最小限は、公開条項である。その
新たな方途を挙げてみると
基礎教育の効率の強化
クレジット・ポイント制度の導入
基礎教育の幅広い調整のための構造
外国の大学教育との柔軟な互換性
外国人のためのドイツ大学教育の利用の使い勝手の便宜
話しは変わるが、人は、訝しがっている。ドイツには、外国の客員学生
がほとんどいないのは、なぜなのか? また、日本人は、ドイツのどこに
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滞留しているのだろうかと、不思議に思われている。彼らは、なぜ、アメ
リカのハイスクールで学んで、ドイツでは学ばないのだろうか?
ところが、大学の内部事情に詳しい関係者はその理由を知っている。日
本人は、ドイツの国家試験を必要としていないのである。
大学は、教育市場に競争能力のある提供をもたらすことができるように
しなければならない。
Kirchnerが、需要する側と供給する側の両者が問題にされ、さらに、
学生たちのために、彼らの利害関係を反映させる場合に初めて、大学教育
の内容及び試験範囲において求められる質の要求が実現される、と言って
いるのは本当である。そのためにも、ここで、システムの脱規制が緊急に
必要である。ただ、私は、大学の試験のためにも、つまり、卒業資格のた
めにも、その初期の段階では、当然のことながら、ある程度のコントロー
ルは必要であると主張している。哲学及び社会科学の同僚たち、また、大
学の教育課程を知っている大学内部の事情通は、どのような方法で、か
つ、どのような平均的評点をもって、大学での試験及び卒業資格を配分す
るかを、熟知している。
そのことが、実は、ドイツの国家試験をめぐる議論の合理的核心であ
る。人は、大学を知っているがゆえに、危惧しているのである。大学は、
カルテ化されたシステムのなかでは、質の競争を持ち込んでゆくことに慣
れていない。
改革の本質は、大学なり、学部なりが、なにもかも、徹底的に――私は
それをことさら強調したいのであるが――財政問題でさえも、競争のシス
テム中に押し込められることだけにあり得るのである。だから、私は法案
のこのような衝撃的な方向 Stoßrichtungを支持する。技術的な詳細な点
については、なお、論議しなければならないだろう。ラントのレベルで
は、およそ、一致することはありえないからである。
私の見るところでは、すくなくとも、あちらこちらで、このようなモデ
ルが実現できる機会が提供されるためにも、公開条項が必要である。
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これまでの法曹養成に関する議論において作り上げられてきた弁護士と
いう観念は、あまり、共感を呼ばなかったし、ことにYモデルにしろ、
Vモデルにしろ、分離修習ということでは考慮されなかったが、それに
続いて、司法大臣会議での一段階法曹養成という、もともとの観念がブリ
ュッセルの会議によって、再び、ひっくり返された後では、われわれとし
ては、法曹養成をめぐる議論においては、新たな端緒を見出だすように試
みたのである。それは、これまでの弁護士のモデルとは、おそらく、異な
って、考慮されるものであろう。ただ、私は、ここでは、次のように、法
曹養成の第二段階、つまり実務修習に限定したい。大学教育に関しては、
質疑の中で、多少、触れることにする。
まず、われわれの基点は、第一に、弁護士は久しい以前から『統一法
曹』であって、今日では、もはや裁判のためだけの法律家ではないという
ことであり、第二は、法曹養成の実務教育の段階は、もはや、裁判官資格
の取得を目標としているのではなく、頭のスッテンペンから足のつま先ま
で、弁護士職を行う資格の取得だけを目標として企図されているというこ
とである。
なるほど、確かに、裁判官資格ないしその独立した職務の遂行の資格の
取得を実務修習が目標としているかのように見えるのが、とりあえずは、
それはうわべだけの抽象的・概念である。そして、人は、まだ、その古い
概念に固執しているむきもある。しかしながら、それとても、いつの日に
かは、この抽象的・概念のなかに、現実が描かれることになると考えられ
る。そのことが、修習生のすべて、つまり、弁護士になる者だけでなく、
後に裁判官になる者、検察官、行政官になる者、そして経済法律家になる
者も含めて、12ヶ月間を共同に弁護士修習を行うことになることを正当化
しているのである。
つまり、一方で、修習生の70％から80％は、その後に、弁護士職に就く
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ことになるが、このような仕組みのもとでは、その弁護士職に就くときに
は、すでに、弁護士職のための準備を十分に仕上げていることが保障され
ている。他方、弁護士職には就かない者、つまり、裁判官や検察官となる
者にとっても、12ヶ月間の弁護士修習はムダになることはない。というの
も、その後の法律上の職務生活においては、弁護士の職務内容との関連を
日常的に持たなければならないのであり、従って、弁護士がどのように考
え、どのように行動するかを識ることは、裁判官や検察官の職務遂行のた
めにも、きわめて有用だからである。
以上のように12月間をも弁護士修習期間とする法曹養成モデルは、裁判
官や検察官と弁護士との間の相互理解を促進させることになるはずであ
る。また、そのことによって、昨今、しきりに取り沙汰されている問題、
つまり、裁判官職に就くまでには、他の法律職、ことに弁護士職の経験の
期間を設けるべきかという問題は解消されることになるだろう。このよう
に経験期間を置くべきであるという問題は、そのきっかけの初めから、歓
迎されるべきことだったのである。
ただ、私は、ドイツ裁判官連盟の懸念も理解できる。つまり、裁判官職
のための準備期間を、弁護士のもとで勤め上げて一人前になったときに
は、むしろ、弁護士職にとどまり、もはや国家勤務職には就かないのでは
ないかという懸念である。しかし、一年間を、すでに、修習生時代に他種
?弁護士>の職業活動を行っているのであるから、この懸念は杞憂となる
のではないか。ここでは、いまだに、実入りのよい渉外関係の弁護士事務
所における活動の快適さ加減を知らないからである。
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